様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　２０２１年　６月１６日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）
                  一般事業主の氏名又は名称 ＮＥＣ (えぬいーしー)プラットフォームズ (ぷらっとふぉーむず)株式 (かぶしき)会社 (がいしゃ)
（ふりがな）
                              （法人の場合）代表者の氏名  福田 (ふくだ)　公彦 (きみひこ)　 印
住所　〒２１３－８５１１
神奈川県川崎市高津区北見方二丁目６番１号
法人番号９０２０００１０６６７９８　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	NEC Platforms Vison 2025

	公表日
	2020年4月1日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社Webサイトに公開
https://www.necplatforms.co.jp/company/vision.html

	記載内容抜粋
	地球規模の自然災害の増加、少子高齢化、都市人口の増加、エネルギー・食料・水などの資源枯渇にともなう問題、経済活動のデジタル化や、サイバー世界の拡大に伴う犯罪の増加など、将来の世代に大きな影響をもたらす社会課題に今、直面しています。当社は、これらの社会課題を解決し、人びとが豊かさや生きがいを実感し幸福になれる持続可能な社会の実現に取り組んでいきます。当社は、「ものづくり」「コトづくり」を進化させ、あらゆるステークホルダーの皆様との共創活動により、お客様の求める価値を実現し、その先にある安全・安心・公平・効率という社会価値を創造し、誰もが人間性を十分に発揮できる持続可能な社会を実現していきます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本公表内容は、機関承認された方針に基づき作成された内容であり、公開文書に記載されている事項になります。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	・NECグループ 2020中期経営計画
・NECプラットフォームズのコトづくり

	公表日
	・NECグループ 2020中期経営計画　2018年1月30日
・NECプラットフォームズのコトづくり　2020年3月10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・NECグループ 2020中期経営計画 (P.3、P.19)
https://jpn.nec.com/ir/pdf/library/180130/180130_03.pdf
・NECプラットフォームズのコトづくり　当社Webサイトに公開
https://www.necplatforms.co.jp/kotozukuri/index.html

	記載内容抜粋
	NECグループは、2018年1月に（1）収益構造の改革、（2）成長の実現、（3）実行力の改革を経営方針として掲げた「2020中期経営計画」を策定し、公表しています。
・NEC 2020中期経営計画（当社部分　P.19）
グローバルなバリューチェーンを再編し、国内生産体制を効率化（Step3　グローバルOne Factoryへ）

NECグループの開発生産機能を担う当社は、上記戦略に基づき、グローバルOne Factory化を推進しております。
また、当社は成長の実現に向けて、NEC Platforms Vision2025に基づく「コトづくり・ものづくり」で、「デジタルトランスフォーメーションをささえるNECプラットフォームズのICTソリューション」を公表し、NECグループ及び当社の戦略を具現化する製品・ソリューションを提供しています。
・NECプラットフォームズのコトづくり
　・企業・オフィスソリューション
豊富な経験で培ったソリューション構築力を駆使し、社内にビジネスイノベーションが起きやすい理想的なコミュニケーション環境を創出。お客さまごとに異なる経営課題を解決。
　・外食ソリューション
先進のICTを活かし、情報発信から接客、会計、再来店のきっかけづくりに至る、プロセス全域の「効率化」を支援。
　・小売り・専門店ソリューション
システムが業務に合わせる柔軟なソリューションで、人手不足など専門店を取り巻く課題をICTで効率化し、売れるお店づくりをサポート。
　・工場・製造業ソリューション
自社生産工場における生産ライン構築経験や生産技術ノウハウと、最新IoT技術を融合。お客さま設備や業務内容、通信環境などに応じた最適なIoTシステムを提案。
　・公共・サービス・社会インフラソリューション
鉄道や自動車、上下水道、病院や介護といった、暮らしを支える社会インフラを通じ、さまざまなシーンで安全・安心な社会の実現に貢献。
　・開発生産受託ソリューション
スーパーコンピュータから車載製品、民生品までをカバーする幅広い技術領域での経験を活かし、お客さまの開発体制に合わせた開発技術を提供。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	本公表内容は、機関承認された方針に基づき作成された内容であり、公開文書に記載されている事項になります。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	・NECプラットフォームズのコトづくり
https://www.necplatforms.co.jp/kotozukuri/index.html
・組織体制
https://www.necplatforms.co.jp/company/group.html

	記載内容抜粋
	当社は、2021年1月の取締役会において、中期経営計画目標の達成可能性向上を図るため、市場の変化を俊敏に捉え、変化にすばやく対応できる組織に見直すことを決定し、2021年4月1日に組織変更いたしました。機能単位の組織から市場単位の組織へ再編したことにより、一つの組織が営業・企画・開発・生産・保守に至る事業全体の責任を果たせる一気通貫型組織として事業経営スピード向上を図っております。
　・企業・オフィスソリューション
：スマートオフィスソリューション事業部。
　・外食及び小売り・専門店ソリューション
：リテールソリューション事業部
　・公共・サービス・社会インフラソリューション
：パブリックソリューション事業部
　・工場・製造業ソリューション及び開発生産受託ソリューション
：アクセスソリューション事業部、
　モビリティソリューション事業部、
　パブリックプロダクツ事業部、
　オプティカルネットワークプロダクツ事業部、
　ワイヤレスプロダクツ事業部、
　ITプロダクツ事業部、
　エンベデッド事業部
社内のデジタル化推進に向けては、コーポレートスタッフのIT戦略本部に社内DX化推進機能を設置しています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	・NECグループ 2020中期経営計画 (P.19)
https://jpn.nec.com/ir/pdf/library/180130/180130_03.pdf
・当社プレスリリース
　スマートファクトリー実現に向けて量子コンピュータの適用技術を導入　https://jpn.nec.com/press/202003/20200317_01.html
　ローカル5Gを活用し製造現場のリモート化・自働化に向けた実証実験を自社工場で実施　　https://jpn.nec.com/press/202104/20210405_02.html
　来店客のスマホで簡単・便利に給油できるサービスステーション向け新サービスを提供開始　https://www.necplatforms.co.jp/press/202004/20200416_01.html

	記載内容抜粋
	NECグループ2020中期経営計画において、当社のグローバルOne Factory化が計画されています。
・NEC 2020中期経営計画（P.19）
グローバルなバリューチェーンを再編し、国内生産体制を効率化
・国内外全工場の生産プロセス・システムを共通化
・工場IoTやAIを活用したタイ新工場を積極活用
・国内9工場の再編により、更なる効率化
・間接人員のスリム化
これらの戦略目標実現に向け、量子コンピュータの適用技術であるシミュレーテッド・アニーリングマシンを活用したシステム導入や、ローカル5G活用の実証実験実施など、プレスリリースを通じて当社のものづくりのデジタル化の方向性を提示しています。

・スマートファクトリー実現に向けて量子コンピュータの適用技術を導入
NECと当社共同で、工場における生産の効率化に向け、量子コンピュータの適用技術であるシミュレーテッド・アニーリングマシンを活用したシステムを2020年3月に導入。生産計画立案に本システムを用い、最も効率的で無駄のない製品製造プロセスを算出、計画内容に反映。
・ローカル5Gを活用し製造現場のリモート化・自働化に向けた実証実験を自社工場で実施
製造業において生産性の向上、労働力不足への対応、熟練作業者の技能伝承などを目的にIoTやAI、更には5Gなどの最先端技術を組み合わせたスマートファクトリー化が加速する中、甲府事業所にローカル5G環境を構築し、製造現場のリモート化・自働化に向け、ピッキングロボットの遠隔操作、映像・音声共有による遠隔作業支援の有効性の実証実験を実施。実用化に向け2022年度までに実証規模を拡大し、生産ラインへの本格導入を目指す。
また、当社の成長の実現に向けた取り組みについても、お客様のデジタルトランスフォーメーションを推進するサービスのリリースを公表しています。
・来店客のスマホで簡単・便利に給油できるサービスステーション向け新サービスを提供開始
サービスステーション（SS）の来店客が、スマートフォンのアプリを操作するだけで、簡単・便利に給油がオーダーできる新サービス（スマホで給油オーダー）をリリース。簡単・便利・スピーディな操作で顧客満足度向上につながる他、SSで急激に進むセルフサービス化やキャッシュレス化に伴う設備投資の抑制、SS業界が抱える人材不足の課題解決に寄与。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	NECグループ 2020中期経営計画

	公表日
	2018年1月30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	NECグループ 2020中期経営計画（P.19）　https://jpn.nec.com/ir/pdf/library/180130/180130_03.pdf

	記載内容抜粋
	[bookmark: _GoBack]NECグループ2020中期経営計画において収益構造の変革として計画された、NECグループの開発生産機能を担う当社のグローバルなバリューチェーン再編と国内生産体制の効率化実現に対し、以下の定性目標が公表されております。
・NEC 2020中期経営計画（P.19）
グローバルなバリューチェーンを再編し、国内生産体制を効率化
・国内外全工場の生産プロセス・システムを共通化
・工場IoTやAIを活用したタイ新工場を積極活用
・国内9工場の再編により、更なる効率化
・間接人員のスリム化
この内、デジタル技術を活用する戦略の達成度を測る指標は、国内外全工場の生産プロセス・システム共通化と工場IoTやAIを活用したタイ新工場の積極活用です。
これらの定性目標に対し、施策が実行される都度、当社およびNECのプレスリリースにより公表しております。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	・社長メッセージ：2020年4月1日

	発信方法
	・当社Webサイト：https://www.necplatforms.co.jp/company/message/index.html

	発信内容
	社長メッセージ
NECグループは Orchestrating a brighter world に込められた思いをPurpose（存在意義）として、誰もが人間性を十分に発揮できる持続可能な社会の実現を目指しています。NECグループの一員である当社は、創業以来100年にわたり、ICTの先進テクノロジーを具現化し、ハードウェア機器の開発・生産から、ITとネットワークを融合したシステムの提供、IoT・AIを活用した新たなソリューションの創出まで、幅広いICTプラットフォームを提供してきました。2020年度から「NEC Platforms Vision 2025」として「Together with “MONOZUKURI”, creating a sustainable society」を掲げ、長年培ってきた「ものづくり」や、ソリューションとして価値提供する「コトづくり」の活動に加えて、あらゆるステークホルダーとの共創により、製品・サービスによるお客さまの価値実現を通して、その先にある安全・安心・公平・効率という社会価値を創造する企業へと進化していきます。
このような社会価値創造により、気候変動を核とした環境課題の対応や、食やコミュニケーション、モビリティなどの社会生活に関わる課題、セキュアな情報社会に向けた課題などの解決に取り組んでいきます。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2019年8月頃　～　2020年10月頃


	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトより入力しております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2019年8月頃　～　2020年7月頃

	実施内容
	当社では、情報セキュリティを事業継続のための重要な経営基盤として位置づけ、NECグループの情報セキュリティガバナンスに基づくとともに当社の独自取り組みを加え、経済産業省が策定する「サイバーセキュリティ経営ガイドライン」Ver 2.0に対応した、高度化するサイバー攻撃への対策、製品・システム・サービスの高品質なセキュリティの確保、サプライチェーン全体での情報セキュリティ対策などを推進しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

